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1．標準仕様書の見直し検討に向けた対応方針の整理
１-１．見直し検討の考え方

令和7年度末までの全国自治体の標準化完了にむけ、標準仕様書の改定について、令和５年度に検討を行い令和7年度末ま
でにシステムに取り込む内容と、来年度以降に検討を行い令和8年度以降に取り込む内容に切り分けました。

全国自治体の標準化完了期限である令和7年度末までは標準仕様書にて定義されている内容を検討範囲内として、標準仕様書として誤っ
ている内容や他システムとの横並びでの調整事項の反映等、ベンダーや自治体の標準化移行支援に資する対応を優先する。
また、現在の標準仕様書では定めていないものの、自治体からの意見に基づいて業務の効率化やシステム運用費の削減、国民の利便性に資す
る要件について、継続的に検討のうえ、令和7年度の標準化完了後に取込みを行う。

令和5年3月31日に標準仕様書（1.1版）が公表され、仕様書に基づいてベンダーおよび自治体は移行の準備を進めている。そのような状況下
で機能追加や機能見直し等といった仕様の変更が発生した場合、システム開発や要件定義等の手戻りが発生してしまい、令和7年度末までの
業務・システム標準化完了が実現できない恐れがある。そのため、全国自治体の標準化完了期限である令和7年度末までの移行完了を実現
するために、検討内容を切り分けることとしたい。

年度 検討の内容 対応方法 システム対応期限

令和5年
度以降

・標準仕様書として明らかな誤記、機能要件の考え方等の補記や他システムとの横並びで
の調整事項の反映等、仕様の見直しによらずベンダーや自治体の標準化移行支援に資す
る内容の取り込み

正誤表
令和7年度末まで

・移行期間において標準仕様書の見直しが必要な内容の取り込み 改定案

令和6年
度以降

現在の標準仕様書において、仕様の見直しが必要となる内容及び定義していない業務に
ついて、自治体からの意見に基づく業務の効率化やシステム運用費の削減、国民の利便
性に資する要件等に関する意見の取り込み

改定案 令和8年度以降

見直し時期

見直し方針

見直しの考え方

※正誤表及び改定案の考え方は、それぞれP7、P12を参照
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1．標準仕様書の見直しに向けた対応方針の整理
１-２．令和5年度取り組み対象の切り分け

意見照会やPMOツール経由等でいただいたご意見・ご質問について、令和５年度の取り組み対象か令和８年度以降改定を見据
えた令和６年度以降の取り組み対象か、に切り分けを行いました。

意見照会、申し送り事項の中で標準仕様書に
定義していない業務を前提とした事項

令和５年度の取り組み対象

令和６年度以降の取り組み対象
（令和８年度以降の改定を想定）

自治体からの意見・質問
（PMOツール経由分）

領域間の整合作業
• 標準化全体に共通する事項／横並び調整方針

への対応 ※１.１版以降の対応とした事項
横並び調整方針/標準仕様書の改定・運用等
共通機能の標準
データ要件・連携要件の標準
非機能要件の標準
ガバメントクラウドの利用基準

法令・制度改正対応

標準仕様書の見直しに向けたインプット

意見照会結果
（令和４年度１-２月実施分）

申し送り事項（令和４年度分）

意見照会、申し送り事項の中で標準仕様書に
定義している業務の範囲内である事項

法令・制度改正対応
※現時点では今年度中の改正予定なし

領域間の整合作業

正誤表の要件に該当する ⇒ 正誤表対応
正誤表の要件に該当しない ⇒ 改定案を提示



２．正誤表の取り組み
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２．正誤表の取り組み
２-１．正誤表での対応範囲

正誤表による対応範囲は、「標準仕様書の改定・運用に関する考え方（デジタル庁HP公表）」において、「誤記の訂正」、「データ
要件・連携要件との管理項目不整合に伴う訂正」、「要件の考え方・理由、備考欄のみの加除」と示されています。

⇒
項目 種別 例 機能ID

機能要件 削除 機能要件を全て削除 元の機能IDを欠番とする
機能要件 分割 機能要件の分割 元の機能IDを欠番とする

（１つの要件を２つに分割する場合、
機能IDを２つ新規付番する）

機能要件 新規追加 新しい機能要件の追加 新規付番
機能要件 修正 一部追加

一部削除
元の機能IDを欠番とする
修正を行った機能要件に機能IDを
新規付番する

機能要件 訂正 ※ あきらかな誤記の訂正
（例：当該昨日→当該機能）
※ データ要件・連携要件との管理
項目不整合に伴う訂正

機能IDをそのまま利用し、訂正する

実装類型 修正 実装必須機能から標準オプション機能
に修正

機能IDをそのまま利用し、修正する

要件の考え方・
理由、備考欄

補記 ※ 機能要件の考え方等のみを加除 機能IDをそのまま利用し、訂正する

標準仕様書への
対応方法（事務局案）

【正誤表】
発出時期
随時
発出プロセス：
事務局で正誤表を作成し、
資料展開にて研究会構成
員の意見を募ったうえで発出正誤表での対応範囲

第1回研究会資料から一部抜粋のうえ修正
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２．正誤表の取り組み
２-２．正誤表での対応/対応外の切り分け

正誤表対応のインプット
内
因
（
「
研
究
会
」
起
因
）

外
因

意見照会結果
（令和４年度１-２月実施分）

申し送り事項（令和４年度分）

自治体・ベンダーからの指摘
（PMOツール経由分）

領域間の整合作業
• 標準化全体に共通する事項／横並び調整方

針への対応 ※1.1版以降の対応とした事項
横並び調整方針/標準仕様書の改定・運用等
共通機能の標準
データ要件・連携要件の標準
非機能要件の標準
ガバメントクラウドの利用基準

法令・制度改正対応 正誤表での対応外 法令・制度改正の標準仕様書への取込みは、
改定による対応を行うため、正誤表対象外

正誤表での対応
自治体・ベンダーから誤記や管理項目不整合、
要件が不明瞭といった指摘がされている。
※10ページにて対応の詳細を記載

正誤表での対応外

現状、標準仕様書は標準化全体に共通する事
項／横並び調整方針に準拠したものとなっている。
今後、標準化全体に共通する事項／横並び調
整方針が改定される場合は、当該内容に沿って
改定による対応を行うため、正誤表対象外

正誤表での対応外
令和４年度からの申し送り事項は、単なる修正で
はなく、中長期的に議論のうえで対応を検討する
事項であるため、正誤表対象外

正誤表での対応
令和４年度意見照会において、一部管理項目
不整合、要件が不明瞭といった指摘がされている。
※9ページにて対応の詳細を記載

正誤表対応 / 対応外 の切り分け

・
「
誤
記
の
訂
正
」

・
「
デ
ー
タ
要
件
・
連
携
要
件
と
の
管
理
項
目
不
整
合
に
伴
う
訂
正
」

・
「
要
件
の
考
え
方
・
理
由
、
備
考
欄
の
み
の
加
除
」

正誤表での対
応範囲

正誤表対応は、令和４年度実施の意見照会結果及びPＭＯツール経由による自治体・ベンダーからの意見・質問のうち、デジタル
庁にて定められた３点の正誤表での対応範囲に合致したものを対象とします。
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２．正誤表の取り組み
２-３．令和４年度意見照会結果

令和４年度意見照会結果のうち、「誤記についての指摘」、「管理項目不整合」、「要件が不明瞭という意見」に合致した意見につ
いて正誤表による対応を行います。

No. 標準仕様
文案 理由詳細 / 修正後 対応方針 対応内容・討議事項・コメント 正誤表根拠

1 ・・・・ ・・・管理項目「処分結
果」ではなく「処理結果」
ではないか

「対応内容・討議事項・コ
メント」列に回答を記載

ご指摘を踏まえ記載を見直します。 誤記についての
指摘

2 ・・・・ ・・・基本データリストとの
統制がとれていない。

対応なし 連携項目について、データ要件・
連携要件標準仕様書の定義と
平仄を合わせる形で要件を見直
します。

管理項目不整
合についての
指摘

3 ・・・・ ・・・明記してほしい。 「対応内容・討議事項・コ
メント」列にて詳細を
記載

デジタル庁より公表される「横並び
調整方針」等に従い、整合をとっ
た仕様とします。

要件が不明瞭
という意見

4 ・・・・ ・・・の管理項項目を追
加してほしい

「対応内容・討議事項・コ
メント」列に回答を記載

・・・いただいたご意見は今後改版
の際の参考といたします。

ー

5 ・・・・ ・・・を必須としてほしい 対応なし ・・・いただいたご意見は今後改版
の際の参考といたします。

ー

選定基準②
「機能帳票一覧を修正」等、
令和４年度中に対応が完

了している区分は除外

選定基準④
デジタル庁の定めにより以下、３点のいずれかに該当する

意見について正誤表の対象とする
・「誤記についての指摘」、
・「管理項目不整合」、

・「要件が不明瞭という意見」

令和４年度意見照会結果からの正誤表対象選定基準と選定結果

選定基準①
意見の理由詳細や修正後の項目に、
「誤記に関する指摘」や「データ項目と
の差分」、「要件の明確化」に関する
内容が記載されているものを選定

選定基準③
「今後の改版の参考とする」
と回答した意見は、議論のう
え改定する必要があるか検

討するため除外

選定結果

意見照会結果のうち、正誤表にて対応が
必要な件数の内訳（実数）

・「誤記についての指摘」 ０件

・「管理項目不整合についての指摘」 ３件

・「要件が不明瞭という意見」 ２件

意見照会結果
（イメージ）
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２．正誤表の取り組み
２-４．自治体・ベンダーからの指摘（PMOツール経由分）

現在、継続的にPMOツール経由にて自治体及びベンダーより頂戴したご質問やご意見を頂戴しております。これらの内容についても、
「誤記についての指摘」、「管理項目不整合」、「要件が不明瞭という意見」については正誤表で対応を行います。

# 質問題名 内容詳細 回答内容 正誤表根拠
1 国民年金_

「機能ID：
0260189」の
管理項目につ
いて

国民年金システム_（別紙２）機能・帳票要件【1.1版】の「機能ID：
0260189」において、住所判明時には住民記録システムから項目「判明住所」、
「住所変更年月日」、「住所判明年月日」、「変更後氏名および変更後年月
日」を参照することとされています。
しかし、住民記録システムの基本データリスト、機能別連携仕様【2.0版】ではこ
れらと同名の項目が定義されていませんでした。そのため、住民記録システムの
どの項目を参照すればよいかご教授いただけないでしょうか。

「判明住所」は直近で更新された住所、「住所変更年月日」は直近で更新された住所変更日、「変
更後氏名および変更後年月日」は直近で更新された後の氏名及び変更年月日を想定しています。
「住所判明年月日」については基本データリストに対応する項目が無く、住所が判明した任意の年
月日を入力する想定のため、住民記録システムから参照する項目としてふさわしくありません。ご指摘
を踏まえ、記載を見直します。

対応は今年度中に行います。なお訂正にあたっては、デジタル庁ホームページ公表の「標準仕様書の
改定・運用に関する考え方（令和5年6月16日作成）」に基づき、正誤表での対応を予定していま
す。（参考URL: https://www.digital.go.jp/policies/local_governments/）

・管理項目不整合

2 国民年金_中
項目4.1及び
4.2の管理項
目について

機能・帳票要件1.1版の中項目「4.1年金請求書等受理・審査」、「4.2年金
生活者支援給付金請求書等受理・審査」で定義されている管理項目において、
実装必須と標準オプションで同じ管理項目が重複しており、実装区分の正否が
判断できない状態になっています。
また、備考欄に削除項目として記載のある管理項目も機能要件欄に記載が
残っているものや、基本データリスト2.1版のグループ「年金給付情報」、「年金生
活者支援給付金情報」と実装類型に差異が発生している項目もございました。
これらにおいて、次回改版時に整理される予定でしょうか。

ご指摘の通り、同様の機能における実装必須と標準オプションで同じ管理項目が重複しておりました。
また、備考欄の（変更）、（削除）の内容が正しく機能要件に反映されていない箇所もございま
すので、訂正いたします。

対応は今年度中に行います。なお訂正にあたっては、デジタル庁ホームページ公表の「標準仕様書の
改定・運用に関する考え方（令和5年6月16日作成）」に基づき、正誤表での対応を予定していま
す。（参考URL: https://www.digital.go.jp/policies/local_governments/）

・誤記についての指摘

3 機能要件の記
載内容につい
て：②【管理
項目】と住記連
携仕様の相違

年金仕様書のP.20に「管理項目」の定義についての記載があり、P21には「今
後、データ要件の検討に合わせて精緻化する予定」と記載があります。
機能・帳票要件の「機能要件」の記載内容で、住民記録システムから連携され
る項目と「管理項目」の区分が明確でないものが見受けられます。例えば、機能
ID 0260391の「支援措置対象者情報」「留意事項・備考、メモ、電話番号」
の項目は連携仕様には記載がありません。

＜質問＞
機能・帳票要件の「機能要件」に記載の【管理項目】で、【連携項目】と区分が
不明の場合、
・住記連携仕様に記載されていない項目は、国民年金システム側で保持・修正
を行独自項目である
との認識でよろしいでしょうか。

住民基本台帳システムから連携可能なデータ項目は001_住民基本台帳_機能別連携仕様【第
2.0版】の機能別連携仕様（住民基本台帳）_Outputシートにて国民年金に０が付されている項
目（連携ID：001o006、001o009の一部）です。
当該項目において、「留意事項・備考、メモ、電話番号」は定義されておらず、標準仕様書の誤りで
ある為、削除するよう訂正いたします。

対応は今年度中に行います。なお訂正にあたっては、デジタル庁ホームページ公表の「標準仕様書の
改定・運用に関する考え方（令和5年6月16日作成）」に基づき、正誤表での対応を予定していま
す。（参考URL: https://www.digital.go.jp/policies/local_governments/）

なお、「支援措置対象者情報」については、連携ID：001o009のデータ集合名として定義されている
ため、当該データ集合名に属する項目について連携対象です。

・管理項目不整合

PMOツール経由での意見・質問及び回答（正誤表での対応とした回答を全て抜粋）※9/5時点



３．令和５年度の検討における正誤表以外の取り組み
（改定案）
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３. 令和５年度の検討における正誤表以外の取り組み（改定案）
３-１．改定案の考え方と進め方

自治体やベンダーの円滑な移行支援のために改定案を提示します。進め方は、第一回WT/ベンダー分科会で対応方針を示し、第
二回で改定案の確認をする。その後、第二回研究会で改定案について報告し、周知することを想定しています。

デジタル庁発出の「標準仕様書の改定・運用に関する考え方」に基づき、令和8年4月1日までの移行完了を目指すために制度改正以外の理
由による改定は実施しない。一方で、現在の標準仕様書において一部、各機能要件間の平仄があっていないこと等により、円滑な移行の妨げ
になっているご指摘等をいただいており、対応が必要となっている。そこで、このような状況に対して、「改定案」といった形で正誤表とは別に自治
体やベンダーに示すことで円滑な移行の支援を実施することとしたい。

改定案の考え方

2023年度の改定案スケジュール

6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月業務

会議体・マイルストン
ベンダー分科会1

ワーキングチーム1 研究会3
ベンダー分科会2

ワーキングチーム2 研究会2研究会1

作業スケジュール

改定案の
作成

改定案の
最終化

改定案の
周知

対応方針の提示 改定案の確認
改定案の

報告
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３. 令和５年度の検討における正誤表以外の取り組み（改定案）
３-２．令和５年度の検討テーマ

令和４年度の意見照会結果等を整理した令和５年度以降の検討テーマについて、令和５年度は③標準仕様書の精度向上・
要件化範囲・内容の最適化を対象とします。

標準仕様書（1.1版）以降で対応すべき事項

検
討

テ
ー

マとして
再

整
理

令和５年度の検討テーマ
第1回研究会資料から一部抜粋のうえ修正

内
因
（
「
研
究
会
」
起
因
）

外
因

意見照会結果
（令和４年度１-２月実施分）

申し送り事項（令和４年度分）

自治体・ベンダーからの意見・質問
（PMOツール経由分）

領域間の整合作業
• 標準化全体に共通する事項／横並び調整方

針への対応 ※1.1版以降の対応とした事項
横並び調整方針/標準仕様書の改訂・運用等
共通機能の標準
データ要件・連携要件の標準
非機能要件の標準
ガバメントクラウドの利用基準

法令・制度改正対応

①新規機能・帳票の
追加

②新規業務
（及び機能・帳票）の
追加

標準化済みの業務に係
る新規機能・帳票の
追加

標準化されていない業
務の追加とそれに伴う
機能・帳票の追加

⑥横並び調整方針への
対応

⑦共通事項への対応

横並び調整方針に
ついての対応

標準化業務の共通事
項との整合確認及び
標準仕様書への反映

④法令・制度改正予定
の標準仕様書への反映

「1.1版」以降の法令・
制度改正内容の標準
仕様書への反映

⑤年金機構側の業務
変更を伴う事項に関す
る対応

日本年金機構との調整
を要する業務・機能の
見直し

③標準仕様書の精度
向上・要件化範囲・
内容の最適化

標準仕様書の品質の向
上の観点から改善を
図る事項

現在の仕様書に定義し
ていない業務についての
意見

該当する意見なし

デジタル庁が横並び調
整方針を示した場合に
対応

デジタル庁が共通事項を
示した場合に対応

現時点では今年度中の
改正予定なし。必要に
応じ検討

中長期的課題

現在の仕様書に定義し
ている業務に対する意見

検討テーマ 検討テーマの内容 令和５年度検討/検討
外とする理由

対象外

対象外

対象外

対象外

対象外

対象外

対象

令和５年度
の検討対象
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検討テーマに対応する令和４年度意見照会における意見を機能ごとに取りまとめ、見直し方針に基づいて対応時期を整理した結
果、令和５年度の対応事項は「システム連携に関する要件整理」と「裁定請求・受給者情報の管理範囲」になります。

３．令和５年度の検討における正誤表以外の取り組み（改定案）
３-３．令和５年度の対応事項（令和4年度全市区町村意見照会の対応）

検討テーマ 令和４年度意見照会における主な意見 対象年度

③ 標準仕様書の精度向上・要件化範囲・内
容の最適化

③-1 検索機能に関する要件整理

令和6年度以降
③-2 被保険者基本情報に関する要件整理

③-3 仮付番・未決定・未報告処理に関する要件整理

③-4 突合処理に関する要件整理

③-5 システム連携に関する要件整理 令和5年度

③-6 押印・電子印に関する要件整理

令和6年度以降

③-7 各種一覧に関する要件の整理

③-8 受付処理簿／履歴に関する要件整理

③-9 資格異動等における処理に関する要件の整理（６０歳等到達）

③-10 居所未登録者についての報告書に関する要件の整理

③-11 免除等に関する要件の整理

③-12 税システム管理外の16歳以上19歳未満親族数を参照する機能

③-13 裁定請求・受給者情報の管理範囲 令和5年度

③-14 年金生活者支援給付金に関する要件の整理

令和6年度③-15 日本年金機構への報告・送付／処理結果に関する要件の整理

③-16 統計・集計に関する要件
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国民年金システム全体に共通する各種機能要件のシステム連携に関するご意見、対応事項について以下記載します。

３．令和５年度の検討における正誤表以外の取り組み（改定案）
３-４．③-5（システム連携に関する要件整理）

主なご意見（ご要望） 対応事項

（令和4年度全国意見照会におけるご意見）
① 住民記録システムの住民情報について、海外転出に伴う資格喪失の

申出後の対応のために転出先住所、また遡りの届出などにおいて必
須の確認事項である届出日、異動日の項目を保持可能としてほし
い

② 住民記録システムとの連携を行い、特定する時点の住民記録システ
ムの住民情報について、バッチ（一括送信）にて取得できる機能を
オプションとしてほしい

システム連携の対象となる項目・機能の取り扱いについて（確認）
①の意見について、海外転出に伴う資格喪失の申出については機
能ID2600128等で転出予定日、転出先（国名等）を連携す
るよう記載しているが、機能ID260069、260391、260071
（以下、機能ID260069等とする）の連携項目には記載されて
いない為、平仄をあわせて追加する。また遡及対応の場合に使用
する項目として、機能ID260069等に届出年月日、異動日を追
加する
②の意見について、各自治体の規模や業務設計等により、必ずし
もバッチ処理を必要としないことも考えられる。不要とする機能の
開発を必須とすることで開発費用・期間、運用費用に影響を及ぼ
す可能性があるため、各自治体の状況に応じて最適な方法を取る
べきと考え、機能ID0260391の実装区分をオプションに変更する
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３．令和５年度の検討における正誤表以外の取り組み（改定案）
３-４．③-5（システム連携に関する要件整理）

既存の機能（1.1版） 改定案

機能
ID 機能要件 区分 要件の考え方・理由

2600
69

住民記録システムとの連携を行い、住
民記録システムの住民情報について、リ
アルタイムで取得できること

【連携項目】
個人番号、宛名番号、生年月日、氏
名（漢字・カナ・ローマ字）、性別、郵
便番号、住所、国籍、旧氏・通称、世
帯番号、支援措置対象者情報、世帯
主、続柄、住民記録における異動履
歴、転入前住所、消除年月日、消除
理由、支援措置対象者宛名番号、個
人履歴番号_枝番号、本籍・筆頭者

実装
必須
機能

・基幹系業務との他システム連携機能にお
いて、国民年金用宛名情報／税務情報
等の情報については、最新情報を保持す
る住民記録システムや個人住民税システ
ムを都度参照する仕様を原則とする。ただ
し、処理速度やシステム負荷の観点、ある
いは、各市区町村における移行完了まで
の過渡期の運用を考慮し、必要に応じ、
「宛名・税等の情報を保持した連携情報
より、世帯や所得情報を各業務データにて
保持する」パターンや「宛名・税等の情報を
保持し、利用時に保持した連携情報（副
本）より必要な世帯や所得情報を取得す
る」パターンの採用も可能である仕様とする。
・連携は主に宛名番号で突合する想定

機能
ID 機能要件 区分 要件の考え方・理由

2600
69

住民記録システムとの連携を行い、住
民記録システムの住民情報について、リ
アルタイムで取得できること

【連携項目】
個人番号、宛名番号、生年月日、氏
名（漢字・カナ・ローマ字）、性別、郵
便番号、住所、国籍、旧氏・通称、世
帯番号、支援措置対象者情報、世帯
主、続柄、住民記録における異動履
歴、転入前住所、消除年月日、消除
理由、支援措置対象者宛名番号、個
人履歴番号_枝番号、本籍・筆頭者、
転出予定日、転出先（国名等）、届
出日、異動日

実装
必須
機能

・基幹系業務との他システム連携機能にお
いて、国民年金用宛名情報／税務情報
等の情報については、最新情報を保持す
る住民記録システムや個人住民税システ
ムを都度参照する仕様を原則とする。ただ
し、処理速度やシステム負荷の観点、ある
いは、各市区町村における移行完了まで
の過渡期の運用を考慮し、必要に応じ、
「宛名・税等の情報を保持した連携情報
より、世帯や所得情報を各業務データにて
保持する」パターンや「宛名・税等の情報を
保持し、利用時に保持した連携情報（副
本）より必要な世帯や所得情報を取得す
る」パターンの採用も可能である仕様とする。
・連携は主に宛名番号で突合する想定

ご意見①

機能
ID 機能要件 区分 要件の考え方・理由

2600
71

住民記録システムとの連携を行い、住民
記録システムの住民情報について、国民
年金システムにて保持できること

【管理項目】
個人番号、宛名番号、生年月日、氏名
（漢字・カナ・ローマ字）、性別、郵便番
号、住所、国籍、旧氏・通称、世帯番
号、支援措置対象者情報、世帯主、続
柄、住民記録における異動履歴、留意
事項・備考、メモ、電話番号、本籍・筆
頭者、操作年月日、操作日時、転出予
定日、転出先（国名等）、届出日、異
動日

標準
オプ
ション
機能

住民記録システム上のデータが遡及で変
更された場合を特定するため、「操作年月
日、操作日時」を取得する。

他システム連携は原則リアルタイム連携だ
が、処理速度やシステム負荷の観点、ある
いは、各市区町村における移行完了まで
の過渡期の運用を考慮し、国民年金シス
テム上で保持することも可能とする（各事
務に必要な情報をリアルタイム連携で取得
し保持することを想定）

機能
ID 機能要件 区分 要件の考え方・理由

2600
71

住民記録システムとの連携を行い、住民
記録システムの住民情報について、国民
年金システムにて保持できること

【管理項目】
個人番号、宛名番号、生年月日、氏名
（漢字・カナ・ローマ字）、性別、郵便番
号、住所、国籍、旧氏・通称、世帯番
号、支援措置対象者情報、世帯主、続
柄、住民記録における異動履歴、留意
事項・備考、メモ、電話番号、本籍・筆
頭者、操作年月日、操作日時

標準
オプ
ション
機能

住民記録システム上のデータが遡及で変
更された場合を特定するため、「操作年月
日、操作日時」を取得する。

他システム連携は原則リアルタイム連携だ
が、処理速度やシステム負荷の観点、ある
いは、各市区町村における移行完了まで
の過渡期の運用を考慮し、国民年金シス
テム上で保持することも可能とする（各事
務に必要な情報をリアルタイム連携で取得
し保持することを想定）

国民年金システム全体に共通する各種機能要件のシステム連携に関する改定案について以下記載します。



国民年金システム全体に共通する各種機能要件のシステム連携に関する改定案について以下記載します。

３．令和５年度の検討における正誤表以外の取り組み（改定案）
３-４．③-5（システム連携に関する要件整理）

既存の機能（1.1版） 改定案

機能
ID 機能要件 区分 要件の考え方・理由

2603
91

住民記録システムとの連携を行い、住民
記録システムで保有している住民情報
について、バッチ（一括受信）にて取得
できること

【管理項目】
個人番号、宛名番号、生年月日、氏
名（漢字・カナ・ローマ字）、性別、郵
便番号、住所、国籍、旧氏・通称、世
帯番号、支援措置対象者情報、世帯
主、続柄、住民記録における異動履歴、
留意事項・備考、メモ、電話番号、本
籍・筆頭者、操作年月日、操作日時

実装
必須
機能

住民記録システムとの連携にあたり、住民
情報をまとめて取得することから、システム

負荷を考慮し、API連携ではなく、バッチ処
理による連携機能を設ける。

機能
ID 機能要件 区分 要件の考え方・理由

2603
91

住民記録システムとの連携を行い、住民
記録システムで保有している住民情報に
ついて、バッチ（一括受信）にて取得で
きること

【管理項目】
個人番号、宛名番号、生年月日、氏
名（漢字・カナ・ローマ字）、性別、郵
便番号、住所、国籍、旧氏・通称、世
帯番号、支援措置対象者情報、世帯
主、続柄、住民記録における異動履歴、
留意事項・備考、メモ、電話番号、本
籍・筆頭者、操作年月日、操作日時、
転出予定日、転出先（国名等）、届
出日、異動日

標準
オプ
ション
機能

住民記録システムとの連携にあたり、住民
情報をまとめて取得することから、システム
負荷を考慮し、API連携ではなく、バッチ

処理による連携機能を設ける。

ご意見②

17
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裁定請求・受給者情報の管理範囲に関するご意見、対応事項および改定案について以下記載します。

３．令和５年度の検討における正誤表以外の取り組み（改定案）
３-４．③-13（裁定請求・受給者情報の管理範囲）

主なご意見（ご要望） 対応事項
（令和4年度全国意見照会におけるご意見）
① 年金に係る受給年金情報の登録・追加・修正・削除・照会機能につ

いての管理項目の追加（特別障害給付金未支払金/特別障害給
付金受給資格者死亡届/年金受給権者死亡届）を希望

② 裁定請求情報の登録・追加・修正・削除・照会機能についての管理
項目の追加（死亡年月日）を希望

業務において事務処理基準及び管理上必要となる項目として、標準
仕様書に規定する項目（確認）

①の特別障害給付金未支払金については、申請頻度が低く、また
事務処理基準に掲載がない為、管理項目としては追加せず、メモ
機能等で代用とする。
なお、特別障害給付金受給資格者死亡届/年金受給権者死亡
届は、いずれも届書であり、当該届出の内容も含めた受給年金情
報の登録・追加・修正・削除・照会機能は機能ID260272にて
定義しているため、改定は不要とする。
②について、死亡年月日は住民記録システムで管理している戸籍
情報を正として処理しており、機能ID260274にて管理項目の追
加ではなく、住民記録システム連携にて死亡年月日を表示するよ
う修正する

既存の機能（1.1版） 改定案

機能
ID 機能要件 区分 要件の考え方・理由

2602
72

以下年金に係る受給年金情報を登
録・追加・修正・削除・照会できること

老齢基礎年金/障害基礎年金/遺族
基礎年金/付加年金/寡婦年金/死亡
一時金/特別一時金/老齢福祉年金/
特別障害給付金/未支給年金

標準オ
プション
機能

ご意見①

変更なし
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裁定請求・受給者情報の管理範囲に関する改定案について以下記載します。

３．令和５年度の検討における正誤表以外の取り組み（改定案）
３-４．③-13（裁定請求・受給者情報の管理範囲）

既存の機能（1.1版） 改定案

機能
ID 機能要件 区分 要件の考え方・理由

2602
74

裁定請求情報の登録・追加・修正・削
除・照会ができること

【管理項目（共通）】
基礎年金番号、請求者氏名、年金コー
ド、受付年月日、受付場所、裁定年月
日、裁定結果、送付年月日、宛名番
号

【管理項目（遺族基礎年金・未支給
年金・寡婦年金・死亡一時金）】
死亡者との続柄、死亡者の基礎年金
番号、死亡者氏名、子の加算対象者

※住民記録システム連携に係る以下の
項目については参照し、自動入力がなさ
れ、表示できること
個人番号、氏名（漢字・カナ・ローマ
字）、性別、生年月日、住所
※ 管理項目について、宛名番号による
自動入力以外に、手入力も可能とする。
※ 障害基礎年金や遺族基礎年金に
ついて、年金受給権者が提出する障害
状態確認届や額改定請求書、子の加
算、生計維持確認届等の市区町村に
おける法定受託事務に係る届書及び給
付情報の登録・修正・削除・照会ができ
ること。

※管理項目について、宛名番号による
自動入力以外に、手入力も可能とする。

実装
必須
機能

必要な情報は窓口装置（WM）にて確
認することとし、「国民年金市町村事務処
理基準」等に基づき、市区町村にて（最
低限）管理すべき項目を対象として定義

することとする。

機能要件に必要な管理項目の追加。

ご意見②
機能
ID 機能要件 区分 要件の考え方・理由

2602
74

裁定請求情報の登録・追加・修正・削除・照
会ができること

【管理項目（共通）】
基礎年金番号、請求者氏名、年金コード、
受付年月日、受付場所、裁定年月日、裁
定結果、送付年月日、宛名番号

【管理項目（遺族基礎年金・未支給年金・
寡婦年金・死亡一時金）】
死亡者との続柄、死亡者の基礎年金番号、
死亡者氏名、子の加算対象者

※住民記録システム連携に係る以下の項目
については参照し、自動入力がなされ、表示
できること
個人番号、氏名（漢字・カナ・ローマ字）、
性別、生年月日、住所、消除年月日、消除
理由
※ 管理項目について、宛名番号による自動
入力以外に、手入力も可能とする。
※ 障害基礎年金や遺族基礎年金について、
年金受給権者が提出する障害状態確認届
や額改定請求書、子の加算、生計維持確
認届等の市区町村における法定受託事務に
係る届書及び給付情報の登録・修正・削除・
照会ができること。

※管理項目について、宛名番号による自動
入力以外に、手入力も可能とする。

実装
必須
機能

必要な情報は窓口装置（WM）に
て確認することとし、「国民年金市町
村事務処理基準」等に基づき、市区
町村にて（最低限）管理すべき項
目を対象として定義することとする。

機能要件に必要な管理項目の追加。
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３．令和５年度の検討における正誤表以外の取り組み（改定案）
３-５．改定案での対応（PMOツール経由での意見・質問分）

現在、継続的にベンダーより頂戴したご質問やご意見を頂戴しております。基本的には正誤表での対応となりますが、実装区分の
変更等の正誤表の要件に該当していない内容については、 改定案での対応を行います。

# 質問題名 内容詳細 回答内容 根拠
1 標準仕様に

ついて
質問事項：
機能ID0260402について、「要件の考え方・理由」には"オプション機能とする"と記載があるが、
実装区分としては「実装必須機能」になっている。どちらが正しいか。

機能ID0260402へのご指摘として回答させていただきます。
こちらオプション機能になりますので、訂正いたします。

対応は今年度中に行います。なお訂正にあたっては、デジタル庁ホームページ公表の「標準仕様書の改
定・運用に関する考え方（令和5年6月16日作成）」に基づき、正誤表での対応を予定しています。
（参考URL: https://www.digital.go.jp/policies/local_governments/）

実装類型
の修正

2 国民年金_
「機能ID：
0260176」
の管理項目
に
ついて

国民年金システム_（別紙２）機能・帳票要件【1.1版】の「機能ID：0260176」の管理項
目「日本年金機構への報告年月日および返戻年月日」、「電子媒体収録有無」において、他機
能要件では標準オプションですが、「機能ID：0260176」では実装必須で定義されています。
この2つの管理項目は標準オプションの理解で問題ないでしょうか。また、管理項目「日本年金機
構への報告年月日および返戻年月日」については、他機能要件を参照すると「日本年金機構へ
の報告年月日」と「返戻年月日」で整理されているように見受けれられるため、2つの管理項目とし
て整理される認識でよろしいでしょうか。

以下の通り他機能と並びをとる訂正をいたします。
・「電子媒体収録有無」はオプション機能へ変更。
・「日本年金機構への報告年月日および返戻年月日」は「日本年金機構への報告年月日」と「返戻
年月日」に分け、「日本年金機構への報告年月日」は必須、「返戻年月日」をオプションへ変更。

対応は今年度中に行います。なお訂正にあたっては、デジタル庁ホームページ公表の「標準仕様書の改
定・運用に関する考え方（令和5年6月16日作成）」に基づき、正誤表での対応を予定しています。
（参考URL: https://www.digital.go.jp/policies/local_governments/）

実装類型
の修正

3 国民年金_
学生納付特
例情報の在
学予定期間
について

機能・帳票要件1.1版の機能ID0260222/0260223の管理項目に「在学予定期間」が存在
します。この管理項目において、機能ID0260222では標準オプションで定義、機能
ID0260223では実装必須で定義されており、実装区分が異なっています。
国民年金システム_（別紙3）帳票詳細要件【1.1版】の帳票「国民年金保険科学生納付特
例申請書」で印字するための管理項目と理解していますが、帳票の実装項目では、オプション項
目で整理がされています。
これらのことから、管理項目「在学予定期間」は標準オプションと理解しますが、問題ないでしょうか。

ご指摘の通り、管理項目「在学予定期間」は標準オプション機能です。機能ID0260223の「在学予
定期間」の記載について、オプション（機能ID0260224）に訂正します。

対応は今年度中に行います。なお訂正にあたっては、デジタル庁ホームページ公表の「標準仕様書の改
定・運用に関する考え方（令和5年6月16日作成）」に基づき、正誤表での対応を予定しています。
（参考URL: https://www.digital.go.jp/policies/local_governments/）

実装類型
の修正

改定案/正誤表の対応切り分け

PMOツール経由での実装類型にかかる意見・質問及び回答（改定案での対応とした回答を抜粋）※9/5時点

項目 種別 例 対応
機能要件 削除 機能要件を全て削除 改定案
機能要件 分割 機能要件の分割
機能要件 新規追加 新しい機能要件の追加
機能要件 修正 一部追加、一部削除
機能要件 訂正 ※ あきらかな誤記の訂正（例：当該昨日→当該機能）、※ データ要件・連携要件との管理項目不整合に伴う訂正 正誤表
実装類型 修正 実装必須機能から標準オプション機能に修正 改定案
要件の考え方・理由、備考欄 補記 ※ 機能要件の考え方等のみを加除 正誤表



【参考】令和6年度以降検討事項（案）
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検討テーマ 令和４年度意見照
会における主な意見

令和６年度以
降の検討対象 対応方針

① 新規機能・帳票の追加 機能・帳票の追加 対象 職員の業務効率化・省力化、利便性向上に資する機能・帳票追加を検討する

② 新規業務（及び機能・帳
票）の追加 対象外 ※該当する意見なし

③ 標準仕様書の精度向上・要
件化範囲・内容の最適化 ※次ページに記載 対象 業務標準化をより推し進める旨の意見や、職員の業務効率化・省力化、システム運用費の削減

および国民の利便性に資する旨の意見を選定し、標準仕様書の要件を修正する

④ 法令・制度改正予定の仕様
書への反映 ー

必要に応じて
検討

制度改正について、標準仕様書への影響を事務局で検討のうえ、必要に応じて改定標準仕様
書を策定する

⑤ 年金機構側の業務変更を伴
う事項 ー ※中長期的課題（年金機構と自治体間の報告・送付対象情報及び手段の整理）

⑥ 横並び調整方針への対応 ー デジタル庁が横並び調整方針を修正した場合、標準仕様書への影響を事務局で検討のうえ、調
整方針に沿って標準仕様書を更新し、研究会にて報告

⑦ 共通事項の整備への対応 ー デジタル庁が共通事項の整備を修正した場合、標準仕様書への影響を事務局で検討のうえ、平
仄を合わせる形で標準仕様書を更新し、研究会にて報告

ご参考：令和6年度以降検討事項（案）
検討テーマごとの令和６年度以降検討対象

前回の研究会でお示しした各検討テーマごとに令和４年度意見照会の主な意見を分類し、令和６年度以降の検討対象/対象
外の判定及び対応方針を定義しました。

令和６年度以降の検討内容に当てはまる対象を以下に整理

年度 検討の内容 対応方法 システム対応期限

令和5年
度以降

・標準仕様書として明らかな誤記、機能要件の考え方等の補記や他システムとの横並びでの調整事
項の反映等、仕様の見直しによらずベンダーや自治体の標準化移行支援に資する内容の取り込み 正誤表

令和7年度末まで
・移行期間において標準仕様書の見直しが必要な内容の取り込み 改定案

令和6年
度以降

現在の標準仕様書において、仕様の見直しが必要となる内容及び定義していない業務について、自
治体からの意見に基づく業務の効率化やシステム運用費の削減、国民の利便性に資する要件等に
関する意見の取り込み

改定案 令和8年度以降
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ご参考：令和6年度以降検討事項（案）
令和６年度以降検討事項（案）の整理

検討テーマ 令和４年度意見照会における主な意見
（業務や機能での分類）

具体的な意見と
検討事項の整理
ページ

令和６年度以降に検討する事項（案）

１．「書かない窓
口」の推進

２．標準システムへ
の実装・利用実績を
踏まえた実装類型の
見直し

３．被保険者記
録・統計機能の最
適化

① 新規機能・帳
票の追加 ① 新規機能・帳票の追加 24ページ ●

③ 標準仕様書
の精度向上・
要件化範囲・
内容の最適
化

③-1 検索機能に関する要件整理 25ページ ●
③-2 被保険者基本情報に関する要件整理 25,28ページ ● ●
③-3 仮付番・未決定・未報告処理に関する要件整理 25ページ ●
③-4 突合処理に関する要件整理 25ページ ●
③-5 システム連携に関する要件整理 ー 令和５年度の対応
③-6 押印・電子印に関する要件整理 24,26ページ ● ●
③-7 各種一覧に関する要件の整理 26ページ ●
③-8 受付処理簿／履歴に関する要件整理 26ページ ●

③-9 資格異動等における処理に関する要件の整理（６０歳等
到達） 28ページ ●

③-10 居所未登録者についての報告書に関する要件の整理 26ページ ●
③-11 免除等に関する要件の整理 27ページ ●

③-12 税システム管理外の16歳以上19歳未満親族数を参照する
機能 27ページ ●

③-13 裁定請求・受給者情報の管理範囲 ー 令和５年度の対応
③-14 年金生活者支援給付金に関する要件の整理 27ページ ●

③-15 日本年金機構への報告・送付／処理結果に関する要件の
整理 27ページ ●

③-16 統計・集計に関する要件 28ページ ●

検討テーマに対応する意見を整理した結果、令和６年度以降の検討事項として 1.「「書かない窓口」の推進」、2.「標準システム
への実装・利用実績を踏まえた実装類型の見直し」、3. 「被保険者記録・統計機能の最適化」 の３つの事項を抽出しました。



24

ご参考：令和6年度以降検討事項（案）
『１．「書かない窓口」の推進』

令和4年度全国意見照会におけるご意見(ご要望）

① 新規機能・帳票の追加
「国民年金免除・納付猶予取消申請書」、「国民年金保険料学生納

付特例不該当届」は法定受託事務で市町村の窓口で行うが、市町村
で書式の在庫切れの場合があること、氏名、住所などプレ印字可能の項
目があること、また当該書式は日本年金機構のHPにないことから、出力
できるようにしてほしい

③-6 押印・電子印に関する要件整理
外部帳票の印刷時に、市区町村受付欄に受付印を印字する機能を

追加してほしい

ご意見の整理
届出書様式の出力帳票の追加を求める意見である。
進達等における届出帳票印刷時に受付印の印字機能を求める意見
である。

令和７年度標準化完了までの対応方針

届出書様式の出力帳票、帳票詳細要件は令和４年度（1.0版、
1.1版）で検討した結果に基づき定義しているため、令和７年度
末までの移行期間中には原則追加・変更・削除することは行わな
い。

令和6年度以降検討方針と検討事項（案）

① 新規機能・帳票の追加
帳票の出力については、住民が紙で届出書を提出し、職員による
システム入力を前提とした業務設計となっている
複数の自治体において、業務改革(BPR)とシステム活用による「書
かないワンストップ窓口」の取組が進んでいることから、標準化業務と
しても、電子申請や自治体窓口での国民による電子入力等を中
心とした申請の取組を検討する

③-6 押印・電子印に関する要件整理
受付印の印字帳票の出力については、紙での進達を前提とした業
務設計となっている
「書かない窓口」の取組推進として、自治体の国民年金業務にお
いても、申請から処理までの職員の入力業務削減を検討する

検討事項（案） ※討議事項は別途整理予定
「書かない窓口」の推進

ご意見は、出力帳票の追加、受付印の印字機能の追加を求める内容であるが、受付に関する業務、紙による届出の業務設計か
ら「書かない窓口」への推進を検討することで、業務の省力化、リスク軽減、国民の利便性に繋がると考えます。



ご意見は、実装類型の見直しを求める内容であり、各自治体における実装実績を確認し、改めて要件の必須/オプションの別を検
討する必要が有ります。

ご参考：令和6年度以降検討事項（案）
『２．標準システムへの実装・利用実績を踏まえた実装類型の見直し』 1／3

令和4年度全国意見照会におけるご意見(ご要望)
③-1 検索機能に関する要件整理
• 住民番号、旧年金番号、併記名の検索項目を「必須化」してほしい
• 過去に検索した条件を保持し、利用した検索ができる機能は「必須化」してほしい

③-2 被保険者基本情報に関する要件整理
• 電話番号を「必須化」してほしい
• 基礎年金番号の誤登録が判明した場合に、当該基礎年金番号に関わる被保険者情報を削除できる機能を

「必須化」してほしい。２０歳による台帳を作成したのちに、２０歳前からの厚生年金加入記録が年金機構
から情報提供された場合、市町村で記録を管理する必要がないため台帳の削除をする際にも必要となる。

③-3 仮付番・未決定・未報告処理に関する要件整理
• 資格取得の届出者に対し、基礎年金番号の仮付番ができる機能について「必須化」してほしい。年金機構の

付番を待っていると実務上１～２月免除等の申請書を市町で保留せざるを得ないことがある
• 資格仮付番・仮取得、付加未報告、免除未決定・未報告、給付未決定・未報告のままである対象者の一

覧を確認できる機能について「必須化」してほしい

③-4 突合処理に関する要件整理
• 再転入で新規の宛名番号が作成された際に、旧宛名番号の年金情報を新しい宛名番号に紐づけ、移管有

無を選択できる機能はオプションで良い
• 日本年金機構から受領した情報を突合し、個人が特定できなかった被保険者と未特定理由を一覧で確認で

きる機能は「必須化」してほしい
• 国民年金処理結果一覧等の情報を国民年金システムにおける情報と突合し、期間が重複している対象者を

特定できる機能は「必須化」してほしい

ご意見の整理
いずれの意見も標準仕様書における実装類型の見直しを求める意見である。

令和７年度標準化完了までの
対応方針

実装類型は令和４年度
（1.0版、1.1版）で検討
した結果に基づき定義してい
るため、令和７年度末まで
の移行期間中には原則変
更することは行わない。

令和6年度以降検討方針と検
討事項（案）

標準化システムへの移行に
際し、各自治体における実
装実績を確認し、改めて要
件の必須/オプションの別を
検討する

検討事項（案)
※討議事項は別途整理予定

標準システムへの実装・利用
実績を踏まえた実装類型の
見直し
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ご意見は、実装類型の見直しを求める内容であり、各自治体における実装実績を確認し、改めて要件の必須/オプションの別を検
討する必要が有ります。

ご参考：令和6年度以降検討事項（案）
『２．標準システムへの実装・利用実績を踏まえた実装類型の見直し』 2／3

令和4年度全国意見照会におけるご意見(ご要望)
③-6 押印・電子印に関する要件整理
• 通知書等の出力において、印字する刷り込み公印は帳票毎・行政区毎に公印の種類及び印影を登録・修

正・削除・照会できること。また帳票に刷り込みができることの機能を「必須化」してほしい

③-7：各種一覧に関する要件の整理
• 異動処理の結果一覧は実務上必要のため「必須」とすべき
• 処理結果一覧を電子で一括取込、登録を行った際に未特定になる事由は度々発生しているため、個人が特

定できなかった被保険者と未特定理由の一覧で確認する機能は「必須」とすべき
• 職員の目見で本人特定ができる場合があるため、宛名不一致に係る情報についての一覧での確認は「必須」

とすべき

③-8 受付処理簿／履歴に関する要件整理
• 現行システムにない転入に係る登録・修正・削除・照会機能の実装区分は必須からオプションへの変更を希望

③-10 居所未登録者についての報告書に関する要件の整理
• 居所未登録者報告書の出力について、法廷事務として規定されている、また報告書で進達しているため、実

装区分は「必須」とすべき
• 居所未登録者住所判明報告書の出力について、規模の大きい市区町村では、全件を手作業で拾うことは現

実的ではない、また報告書で進達しているため、要件は「必須」とすべき
• 居所未登録整理結果通知書の情報を国民年金システムに登録できる機能について、当該機能を利用してい

ないため実装区分を「オプション」に変更することを希望する

ご意見の整理
いずれの意見も標準仕様書における実装類型の見直しを求める意見である。

令和７年度標準化完了までの
対応方針

実装類型は令和４年度
（1.0版、1.1版）で検討
した結果に基づき定義してい
るため、令和７年度末まで
の移行期間中には原則変
更することは行わない。

令和6年度以降検討方針と検
討事項（案）

標準化システムへの移行に
際し、各自治体における実
装実績を確認し、改めて要
件の必須/オプションの別を
検討する

検討事項（案)
※討議事項は別途整理予定

標準システムへの実装・利用
実績を踏まえた実装類型の
見直し
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ご意見は、実装類型の見直しを求める内容であり、各自治体における実装実績を確認し、改めて要件の必須/オプションの別を検
討する必要が有ります。

ご参考：令和6年度以降検討事項（案）
『２．標準システムへの実装・利用実績を踏まえた実装類型の見直し』 3／3

令和4年度全国意見照会におけるご意見(ご要望)
③-11 免除等に関する要件の整理
• 喪失情報に基づいた、免除納付猶予、学生納付特例、付加情報、法定免除、産前産後免除の終了期間

が自動的な変更について、実装区分は「必須」とすべき
• 配偶者、世帯主それぞれを任意に指定して該当する帳票を出力できる機能について、実装区分は「必須」とす

べき
• 産前産後免除未申請者を抽出し、勧奨を行う機能について、実装区分は「必須」とすべき

③-12 税システム管理外の16歳以上19歳未満親族数を参照する機能
• 16歳以上19歳未満の扶養親族数の登録・修正・削除・照会機能について、実装区分は「必須」とすべき

③-14 年金生活者支援給付金に関する要件の整理
• 日本年金機構より所得提供依頼があった対象者の宛名情報を、基礎年金番号または氏名、生年月日、性

別、住所及び介護保険等の特別徴収の際に用いる情報により一括で特定する機能の実装区分を「必須」と
すべき

• 個別に特定した宛名情報を、所得情報提供の対象に含める、もしくは除外する機能の実装区分を「必須」と
すべき

• 所得情報提供依頼結果媒体用の情報について、照会・修正・削除する機能の実装区分を「必須」とすべき

③-15 日本年金機構への報告・送付／処理結果に関する要件の整理
• 国民年金裁定者一覧表の情報を国民年金システムに登録する機能について、法令に定められた事務のため

実装区分を「必須」とすべき

ご意見の整理
いずれの意見も標準仕様書における実装類型の見直しを求める意見である。

令和７年度標準化完了までの
対応方針

実装類型は令和４年度
（1.0版、1.1版）で検討
した結果に基づき定義してい
るため、令和７年度末まで
の移行期間中には原則変
更することは行わない。

令和6年度以降検討方針と検
討事項（案）

標準化システムへの移行に
際し、各自治体における実
装実績を確認し、改めて要
件の必須/オプションの別を
検討する

検討事項（案)
※討議事項は別途整理予定

標準システムへの実装・利用
実績を踏まえた実装類型の
見直し
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ご参考：令和6年度以降検討事項（案）
『３．被保険者記録・統計機能の最適化』

令和4年度全国意見照会におけるご意見(ご要望)
③-2 被保険者基本情報に関する要件整理
• 聴覚に障がいがある方のためにFAX番号を管理項目に
追加してほしい

• 住民記録システムから連携される住所以外の送付先を
管理項目に追加してほしい

• 住民記録システム上の居住履歴、旧世帯構成員も参
照可能にしてほしい

③-9 資格異動等における処理に関する要件の整理
（60歳等到達）
• 60歳に到達した該当者に対して自動で喪失処理が行

えること
• 60歳以上の高齢任意加入者のうち65歳に到達した該

当者、65歳以上の特例任意加入者のうち70歳に到達
した該当者について自動で喪失処理を行えること

③-16 統計・集計に関する要件
• 交付金申請のために必要な各種受付件数を抽出する

機能を別途必須機能として追加していただきたい

ご意見の整理
被保険者記録の管理項目の追加を求める意見である。
年齢到達による被保険者記録の自動喪失処理機能の
追加を求める意見である。
統計機能の追加を求める意見である。

令和７年度標準化完了までの対応方針
③-2 被保険者基本情報に関する要件整理

標準仕様書上、管理項目としていないが、自治体個別で必要な項目はメモ機能の
活用を想定

③-9 資格異動等における処理に関する要件の整理（６０歳等到達）
該当者への喪失処理は一括喪失機能の活用を想定

③-16 統計・集計に関する要件
標準仕様書上、受付情報はEUC機能の活用を想定しており、個別の処理要件は
定義しない。

令和6年度以降検討方針と検討事項（案）
③-2 被保険者基本情報に関する要件整理

管理項目については、事務処理基準の範囲内外を問わず、職員の業務効率化や
国民の利便性に資する意見であるかを十分に検討の上、必要に応じ事務処理基
準の見直しも含めた改定を実施する

③-9 資格異動等における処理に関する要件の整理（60歳等到達）
国民年金システムの自動処理機能を作り込むことにより、日本年金機構で管理して
いる原簿と自治体の記録の相違が発生しないよう慎重に考慮することが必要

③-16 統計・集計に関する要件
EUC機能の活用を基本とし、個別に機能を定義する場合は各市町村の必要度合
いを踏まえ、機能の要否を検討する

検討事項（案） ※討議事項は別途整理予定
被保険者記録・統計機能の最適化

ご意見は、機能追加、管理項目の追加を求める内容であり、各自治体における実装実績の確認や事務処理基準の見直しも踏ま
えた被保険者記録・統計機能の最適化について検討する必要があります。
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